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Ⅱ基本構想  第１章  将来像 

第１章 

　時代の潮流や市民の意向、第１次総合計画の成果と課題を踏まえ、第２次総合計画
が目指す将来像を次のように定めます。 

ほんわり湯の国、美し国、歴史文化薫る国、

　住んでいる人も、訪れる人も、歴史や文化が薫る美しい地で温泉や食を楽しみ、ほ
っとする（ほんわりする）時間を有意義につくれるまちを目指すとともに、時代の潮
流をつかみ各分野で未来を拓くまちを目指します。

う ま

ひら

ひ ら

未来を拓く伊豆の国
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Ⅱ基本構想  第２章  まちづくりの基本理念

 

 

 
 

第２章 

共生と調和

継承と創造

自助・共助・公助

 

 

 

人と人、人と自然、人と文化の共生とそれぞれの調和によって、地域の風土を
つくり、伊豆の国らしい生活を創出します。 

ひら

ひら

多様な産業とこれを支えてきた多彩な地域資源は、社会情勢の変化に対応して
いく知恵や力となります。これらの地域産業や地域資源を守り、継承することと、
各分野の様々な挑戦により未来を拓くこととの両輪で、活力を創造し、いきいき
と生活できる地域づくりにつなげます。 

市と市民や民間がパートナーであるという認識に立ち、お互いに助け合い、誰
もが暮らしやすく、そして心温まる地域づくりを進めます。 

　まちづくりの基本理念は、将来像を実現するための、姿勢、行動の根本的な考えを
示すものです。

　本市では、豊かな自然環境と先人達が知恵と努力により築いた貴重な資源、財産が
保全・継承されてきました。また、安心で安全な環境のもと、多くの市民が生きがい
や安らぎを感じ、ゆとりとうるおいに満ちた生活を営んでいます。これからも、みん
なで助け合い、心温かく笑顔いっぱいの暮らしを続けていくとともに、未来の世代へ
の財産を蓄えるやさしさを持ち、持続的な地域社会の発展に向けて取り組んでいく
ことが大切です。
　一方、本市が直面している状況は、人口減少社会の到来、地域経済の低迷の影響、
地球温暖化等の環境問題、老朽化する社会基盤、身近な災害への備え、多様化する市
民ニーズへの対応、更なる行財政改革の必要性等、様々です。
　市として多様なニーズにすべて応えることは、人的にも財政的にも限界にきていま
す。そのため、「限りある財源や人材」を「効果的な施策に活用」するとともに、「市と
市民や民間との連携」により、不足を補うことで、本市の活力を生み出していきます。
　また、新たな視点から取り組んでいくことも必要だと考えています。
　2015（平成 27）年７月に、韮山反射炉が世界遺産に登録され、人類共有の宝とな
りました。人類共有の宝を次代に継承することが本市の責務であるとともに、時代
の潮流を的確につかみ未来を拓く取組や、地域資源を活用した地域活性化の見本と
なる取組が求められています。
　そこで、第２次総合計画の「まちづくりの基本理念」を、次の３つとします。
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Ⅱ基本構想  第３章  まちづくりの将来フレームと土地利用 

第３章 

■人口目標■ 

 

 

 

（参考）伊豆の国市の人口 

（実績と伊豆の国市人口ビジョンからみた計画年度の人口推計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2016（平成 28）年 10 月１日 

 

49,542 人 

2026（平成 38）年４月１日 

 

47,000 人以上 

（※１） （※２） 

※１：2010（平成 22）年実績は住民基本台帳（４月１日）

※２：2016（平成 28）年実績は住民基本台帳（10月１日）

（人）
実績 推計

（年）

（平成22）

0～14歳 15～64歳 65歳以上

60,000

50,000
50,130

12,496

31,108

6,526

2010

（平成28）

49,542

15,347

28,271

5,924

2016

（平成32）

48,836

15,738

27,417

5,681

2020

（平成38）

47,095

15,612

25,990

5,493

2026

40,000

30,000

20,000

10,000

0

１ 人口目標

　国が示した本市の将来人口の推計では、人口が大幅に減少すると予測されています。
これに対し、市では「伊豆の国市人口ビジョン」と「伊豆の国市まち・ひと・しごと
創生総合戦略」を 2015（平成 27）年度に策定し、積極的な定住人口の増加と出生率
向上を目指す戦略的な施策を推進しているところです。
　そのため、第２次総合計画期間における人口目標は、「伊豆の国市まち・ひと・し
ごと創生総合戦略」が継続的に推進され、その成果が着実に上がることを見込み、

「伊豆の国市人口ビジョン」で定めた人口目標に基づき算出した、47,000 人以上を
維持することを目標とします。
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２ 土地利用の基本方針

　本市が、地理的にも歴史的にも伊豆半島の中心であるという立地条件を踏まえる
とともに、豊かな自然環境と先人達が知恵と努力により築いた貴重な資源、財産を未
来に継承するため、自然環境とのバランスがとれた土地利用を、長期的な展望のもと
に総合的かつ計画的に行うものとします。
　また、都市の持続的発展を継続するために必要な安全性、利便性、快適性を備える
とともに、個性豊かで活力に満ちた秩序ある都市形成を目指します。

（１）安全で安心な土地利用
　　地震や風水害等、予想される自然災害から市民の生命と財産を守ることは、豊か
　な生活を確保するための基本です。そのため、災害リスクの高い地域では、適切な
　防災対策や土地利用の制限等、災害に強いまちとなる土地利用を進めます。
　　また、少子化の進行と高齢化が進展するなかで、市民誰もが健康で、安心して生
　活できる環境づくりに配慮した土地利用を進めます。

（２）公共の福祉を優先し、地域の活力と利便性を高める土地利用
　　市民生活の環境向上を図るため、公共の福祉を優先した適正な土地利用の誘導
　や生活基盤の整備等を進めます。
　　また、伊豆箱根鉄道駿豆線の各駅周辺は、公共交通の持つ利便性を活かした土地
　利用の誘導を図るとともに、温泉や本市固有の歴史・文化資源等を効果的に活用
　し、地域の活力と利便性を高める土地利用を進めます。

（３）豊かな自然環境と共生し、地域資源を生かした土地利用
　　本市は富士山を望む良好な眺望景観や、狩野川流域一帯に広がる田方平野の田
　園風景等の自然資源、歴史・文化資源が豊富です。これらの美しい景観の保全と
　形成、自然環境の保全・保護を図る土地利用を進めます。

（４）市民や民間の参画と連携による計画的な土地利用
　　地方分権の進展に対応して、土地利用も、市民や民間の理解のもとに合理的かつ
　計画的に進める必要があるとともに、地域コミュニティを活用した市民参加型のま 
　ちづくりが求められています。
　　このため、市と市民や民間との連携により、適切かつ効果的な施策を検討し、計
　画的な土地利用を進めます。
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Ⅱ基本構想  第３章  まちづくりの将来フレームと土地利用 

 

３ 土地利用構想

（１）ゾーニング及び拠点

　①食と農と観光交流ゾーン
　　優良農地の保全を図るとともに、観光農園、体験農園、市民農園等の交流の場
　を創出するなど、農業と観光産業の融合を図り、地域の活性化を促進します。
　　集落地は、田園と調和した集落地形態の維持や住環境の向上を図るため、地域
　固有の資源を生かし、集落環境の魅力を高めるとともに、生活道路の機能強化や
　災害対策等を実施します。

　②歴史・文化・観光交流ゾーン
　　守山中世史跡群や韮山城跡、江川邸、韮山反射炉等の歴史・文化資源が点在す
　る区域周辺や伊豆長岡温泉周辺は、市民や観光客が歴史・文化に親しむことがで
　きる環境を創出するため、歴史にちなんだ周遊ルートの形成を進め、観光交流を
　推進するとともに、歴史的な街並みや建造物の保全等に努めます。
　　また、韮山反射炉周辺や江川邸周辺等は、景観重点整備地区として、屋外広告
　物の規制等により、良好な景観の保全・形成に努めます。
　　なお、本ゾーン内にある韮山地区の優良農地については、その保全を図ります。

　③健康・福祉・農業交流ゾーン
　　田方福祉村周辺は、高齢者福祉・障がい者福祉の充実を図ります。
　　深沢川流域周辺等は、丘陵地等の立地特性を生かした活力ある地域産業の振興
　を図るため、森林や農地、既存施設と連携しつつ、観光交流や健康づくりの拠点
　となる施設の整備を進めるとともに、特色ある農作物の生産や環境にやさしい農
　業を進めます。

　④都市機能拠点 / 地域生活拠点
　　伊豆長岡駅、田京駅の周辺は、医療・福祉・子育て支援・教育文化・商業・行
　政機能等の都市機能が融合した都市機能拠点を形成します。また、原木駅、韮山
　駅、大仁駅の周辺は、駅の利便性を生かした、地域生活拠点を形成します。

　⑤医療拠点
　　順天堂大学医学部附属静岡病院、伊豆保健医療センターの周辺は、静岡県東部
　地域における医療拠点として、静岡県が進めるファルマバレープロジェクトと連
　携し、高度医療の提供や医学・健康産業等の集積を誘導します。
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　⑥産業・業務立地拠点
　　今後の社会情勢や広域的な機能連携に配慮しつつ、必要に応じて新たな産業・
　業務（事務所、研修所等）用地を確保します。特に、伊豆中央道長岡北 IC 周辺
　の低・未利用地等については、地域振興や経済活性化につながる土地利用を誘
　導します。

　⑦新サービス業拠点
　　国道 136 号及び国道 136 号バイパス（修善寺道路）の大仁南 IC 周辺地域に
　ついては、時代の変革に対応する企業の誘致や地域に密着したサービス業の集積
　を誘導します。

（２）土地利用区分別の基本方針

　①農地、森林、河川等

　　ａ．農地
　　　平野部や丘陵地等の地域特性を生かした農業の展開を図るとともに、優良農
　　地の集積・集約化を図ります。また、生産活動を通じて農業の多面的機能の発
　　揮を図ります。

　　ｂ．森林
　　　森林を適切に保全するとともに、その活動を通じて森林の多面的機能の発揮
　　を図ります。

　　ｃ．水面・河川・水路
　　　水面・河川・水路に必要な整備と適切な管理に努めるとともに、水辺が持つ
　　良好な環境や景観の保全に十分配慮します。

　②宅地

　　ａ．住宅地
　　　無秩序な市街地の拡大を抑制しながら新規の住宅用地を確保するとともに、
　　既存の住宅地の環境改善や住宅地背面の斜面地の安全対策を図ります。

　　ｂ．工業用地
　　　活力ある産業振興等を図るため、社会・経済の動向、周辺土地利用との調和、
　　環境の保全及び市域の効率的土地利用等に配慮しながら、計画的に工業用地を
　　確保します。

　　ｃ．その他の宅地
　　　鉄道駅や温泉街等の周辺一帯は、賑わいの創出等を図るため、周辺環境との
　　調和に配慮しつつ、都市機能や居住機能を誘導するとともに、観光地としての
　　環境整備に努めます。また、その他公用・公共施設用地は、市民の需要や利便
　　性、自然環境との共生、既存施設の有効利用等に配慮しつつ、計画的かつ効果
　　的に整備を進めます。
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Ⅱ基本構想  第３章  まちづくりの将来フレームと土地利用 

　③道路
　　国道や県道、市道は、広域・地域経済の発展、道路交通の円滑化、快適な生活
　環境の形成と都市防災機能の強化等を図るため、それぞれが担うべき機能に合っ
　た整備を進めます。
　　農道や林道は、農林業の生産性の向上・省力化に加えて、農地や森林の適正な
　管理を図るため、必要な整備と適正な維持管理を進めます。

　④その他
　　公園緑地と交通施設、レクリエーション施設、供給処理施設は、市民生活の利
　便性、快適性の向上等を図るため、市民の需要等に配慮しつつ、必要な用地を確
　保します。
　　市内に存在する歴史・文化資源は、文化の育成や伝承を図るため、その保全・
　活用に努めます。
　　その他、低・未利用地は、周辺土地利用等との調和に配慮しながら、産業誘致
　や居住用地への転換等も視野に有効利用を進めます。
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図表 土地利用構想図 
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Ⅱ基本構想  第４章  まちづくりの基本方針、施策の大綱 

 

第４章 

　本市の「将来像」の実現に向け、「まちづくりの基本理念」を踏まえ、市政の基本的
な考えとして「まちづくりの基本方針」と、この基本方針を推進するために「施策の
大綱」を次のように定めます。

基本方針 1　豊かな自然に抱かれる　伊豆の国市

（自然・生活環境）

　豊かで美しい自然やおいしい水がある環境、美肌の湯は、本市のまちづくりの最

も大切な基盤であり、市民の誇りでもあります。これら環境を、市と市民や民間が

相互に連携し、環境意識を向上させ、次代への継承を目指します。

　市民や民間とともに、環境負荷の少ないまちづくりを一層進め、快適で潤いのあ

る生活環境の創造を目指します。

＜施策の大綱＞

　

○ 豊かで美しい自然環境の次代への継承を目指します。

○ 優れた眺望を生かした景観に配慮したまちづくりを推進します。

○ 水源を保護するとともに、水質の維持・向上を図ります。

○ 温泉を大切にし、未来への財産として保護・継承を目指します。

　

○ 人と自然が共生する快適な生活環境の創造を目指します。

○ 花と緑にあふれる美しいまちを目指します。

○ 廃棄物の減量化・再資源化・適正処理に取り組みます。

○ 地球温暖化対策を計画的に実行します。

 

い だ

　1-1 自然環境の保全と景観の向上

1-2 快適な生活環境の創造
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基本方針 2　伊豆の国市にしごとをつくる

（産業・経済・労働）

　農業、観光産業、医療・福祉産業、これら３つを核として、産業全体の活性化を

進めるとともに、市民が期待する就業機会の確保を目指します。

＜施策の大綱＞

 

○ 地元の雇用ニーズと就業希望とのマッチングを支援し、働き手の確保と経済基

盤の安定を図ります。

○ 新規就農者の継続的な受入れ体制支援と後継者育成を図ります。

○ 地域産業の雇用拡大を図ります。

 

○ 農産物を高品質で安定的に生産できるシステムの構築を推進します。

○ 農商工の連携を支援し、地域ブランド化を推進します。

○ ６次産業化や地産地消商品の開発、市内外の販路開拓への支援を推進します。

 

○ 市内企業の流出を防止するとともに、企業誘致等による新たな雇用の創出を目

指します。

○ 経営意欲を後押しする経営基盤強化の事業支援の充実を図ります。

○ 起業・創業や事業拡大に向けた支援体制の強化を図ります。

○ 空き家の活用や店舗リフォーム等により市街地の魅力アップに努めます。

2-1 地域を支える人材の就労支援

2-2 地域特産品の競争力の強化

2-3 地域産業の活性化と新たな雇用の創出
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基本方針 3　伊豆の国市に新しいひとの流れをつくる

（観光・交流）

　本市の持続的な発展を維持するため、今後も転入超過を継続できるよう、移住の

促進や受入れ体制づくりを進め、定住人口の拡大を目指します。

　世界遺産に登録された韮山反射炉をはじめとして、豊かな自然環境や美しい景

観、歴史的遺産等、地域資源を最大限に活用するため、観光推進体制を強化し、外

国人旅行客を含めた観光交流人口の拡大を目指します。

＜施策の大綱＞

 

○ 本市の知名度を高め、移住・定住につなげます。

○ 移住後のサポートを行います。

 

○ 伊豆の国市版ＤＭＯの構築により、地域資源を活用した新しい観光を推進しま

す。

○ 市内の観光資源の周遊性を高めます。

○ 東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会開催に合わせた観光施策

の展開を図るとともに、地域に生み出される持続的な効果に結び付けていきま

す。

○ 伊豆半島全体との連携により、観光交流人口の拡大につなげます。

 

○ 本市の知名度を高め、観光交流人口の増加につなげます。

○ 情報手段の多様化を図り、交流人口の増加や地域経済の活性化につなげます。

○ 市内各所でインターネット接続等による情報取得環境の充実を図り、来訪者へ

のおもてなし環境の向上を図ります。

Ⅱ基本構想  第４章  まちづくりの基本方針、施策の大綱 

3-1 移住・定住の促進

3-2 観光推進体制の強化と交流人口の拡大

3-3 情報発信力の強化とおもてなしの充実
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基本方針 4　歴史に学び、未来を拓く　伊豆の国市

（歴史・文化・教育・研究）

　歴史に学び、未来を拓くまちを目指すとともに、都市交流の推進により、文化・

芸術活動が身近にある豊かな暮らしを目指します。

　次代を担う子どもに、これからの時代を生き抜くために必要な能力を身に付け

るための教育環境づくりを目指します。

＜施策の大綱＞

 

○ 歴史に学ぶまちづくりや多様な分野の都市交流を推進します。

○ 文化・芸術が身近に実感できる暮らしを実現します。

 

○ 自ら学ぶ力、他人を思いやる心、自己啓発力を育む教育を推進します。

○ 社会全体で子どもを育てていく環境づくりを推進します。

○ 郷土を愛し、郷土に貢献できるたくましく生きる人材を育成します。

○ グローバル教育・情報教育を推進します。

○ 地域社会の発展に貢献する生涯学習社会の実現を目指します。

○ 生涯にわたって健康を維持できるよう、生涯スポーツ活動を推進します。

ひ ら

ひら

4-2 次代を拓く教育と研究の推進

4-1 歴史・文化・芸術を生かしたひとづくり・まちづくりの推進

ひら
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基本方針 5　子育ても人生も楽しい　伊豆の国市

（健康・福祉）

　若い世代の子育てとしごとの両立を支援し、出生率の向上を目指します。

　人口減少の進行と高齢化の進展を踏まえ、地域全体の連携と協力のなかで、高齢

者、障がい者をはじめ、誰もが自立し、安心して暮らすことのできる地域社会を目

指します。

＜施策の大綱＞

 

○ 出会いや結婚を後押しする機会を拡大します。

○ 結婚・妊娠・出産・育児への不安を解消し、安心して出産に臨める環境づくり

に取り組みます。

 

○ 長期的で継続した子育て支援体制の充実を図ります。

○ 子育てを市民同士で支え合う体制の充実や親育ての環境構築を図ります。

○ 結婚、子育てとしごとの両立のための支援策を充実し、安心して子どもを持て

る環境づくりを推進します。

○ 多様な子育て世代のニーズに対応するため、保育サービスの充実を推進しま

す。

 

○ 地域が主体となった活動等を支援し、健康長寿社会の実現を図ります。

○ 介護の担い手を育成するとともに、各高齢者に合った無駄のないサービスを提

供します。

○ 健康増進や介護予防に積極的に取り組むとともに、健康寿命の延伸を図りま

す。

 

○ 誰もが安心して暮らしていけるよう、切れ目のない相談支援、福祉サービスの

充実を推進します。

○ 障がいを理由とする差別の解消や障がいの有無にかかわらず、すべての人が使

いやすい、もの・サービスの普及・啓発を推進します。

Ⅱ基本構想  第４章  まちづくりの基本方針、施策の大綱 

5-4 誰もが安心して暮らしていける地域社会の実現

5-3 健康長寿を目指すまちづくりの推進

5-2 子育て環境の充実

5-1 結婚・出産の支援
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基本方針 6　安全で安心な　伊豆の国市のまちづくり

（都市基盤・生活環境）

　災害発生を見越した防災・減災のまちづくりを進めるとともに、長期的な視点

のもと、社会基盤の適切な維持管理や時代に即した更新・新設により、持続可能な

まちを目指します。

＜施策の大綱＞

 

○ 市民と地域が一体となった消防・防災体制の強化や、交通安全活動及び防犯活

動の充実を図ります。

○ 発災時の対応準備をハード・ソフト両面で推進していきます。

○ 災害や事故を未然に防ぐ社会基盤を計画的に整備していきます。

 

○ 時代に即した社会基盤の更新とともに、持続可能な都市の形成に必要となる社

会基盤の新設を推進します。

○ 公共施設の更新、統廃合、長寿命化を計画的に推進します。あわせて、ファシリ

ティマネジメント（※１）の推進を図ります。

○ 居住機能や都市機能を集約した、集約型都市の形成を推進します。

○ 伊豆箱根鉄道駿豆線を中心とした公共交通網を構築し、利用者の利便性向上を

図ります。

6-2 持続可能なまちづくりの推進

※１：ファシリティマネジメント（FM）：効率的な活動のために行う、建築物の設備・人員組織等

についての総合的な管理、経営手法のこと。

6-1 災害発生を見越した防災・減災のまちづくりと

安全・安心なまちづくりの推進
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7-1 自助・共助・公助のまちづくりの推進

7-2 効率的な行財政運営の推進

基本方針 7　みんなで創る　伊豆の国市

（行財政運営・自助・共助・公助）

　市と市民や民間がパートナーであるという認識を深め、お互いに助け合い、誰も

が暮らしやすく、そして心温まる地域づくりを目指します。

　市民の生命と生活を支える基礎自治体としての役割を果たすとともに、様々な

英知を積極的に取り入れる気概と全職員の努力による効率的な行財政運営を推進

し、市民から信頼される市政を目指します。

＜施策の大綱＞

 

○ 地域生活やコミュニティを保持するため、市民や民間等の自主的な活動の支援

を市が行います。

○ すべての人が、自ら考え行動するとともに、共に助け合うまちづくりを推進し

ます。

○ お互いを尊重しながら、一人ひとりの力が最大限に発揮できる社会づくりを推

進します。

 

○ 事業を継続的に見直し、守るべき良いものは残し、変えるべきものは大胆に変

革する行財政運営を推進します。

○ 公共サービスへのニーズを的確に受け止め、施策に反映していきます。

 

Ⅱ基本構想  第４章  まちづくりの基本方針、施策の大綱 
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■ 施策体系 

まちづくりの基本方針 施策の大綱 

1　豊かな自然に抱かれる

     伊豆の国市

 
いだ

 
1-1 自然環境の保全と景観の向上 

1-2 快適な生活環境の創造 

2　伊豆の国市に

     しごとをつくる

 

2-1 地域を支える人材の就労支援 

2-2 地域特産品の競争力の強化 

2-3 地域産業の活性化と新たな雇用の創出 

3　伊豆の国市に

     新しいひとの流れをつくる

 

3-1 移住・定住の促進 

3-2 観光推進体制の強化と交流人口の拡大 

3-3 情報発信力の強化とおもてなしの充実 

4　歴史に学び、未来を拓く

     伊豆の国市

ひら

 

4-1 歴史・文化・芸術を生かしたひとづくり・

まちづくりの推進 

4-2 次代を拓
ひら

く教育と研究の推進 

5　子育ても人生も楽しい

     伊豆の国市

5-1 結婚・出産の支援 

5-2 子育て環境の充実 

5-3 健康長寿を目指すまちづくりの推進 

5-4 誰もが安心して暮らしていける地域社会

の実現 

6　安全で安心な

     伊豆の国市のまちづくり

6-1 災害発生を見越した防災・減災のまちづ

くりと安全・安心なまちづくりの推進 

6-2 持続可能なまちづくりの推進 

7　みんなで創る　伊豆の国市 

7-1 自助・共助・公助のまちづくりの推進 

7-2 効率的な行財政運営の推進 
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　本市の将来像実現に向けて、基本構想を着実に推進していくための行政運営の姿
勢を次のように定めます。

１ 成果の見える行政運営

○ 目標と成果を重視しながら、市民生活にどのような成果をもたらしたか行政の説
　 明責任を果たし、将来にわたってより効果的な行政運営を目指します。

２ 市民に開かれた行政運営

○ 市民との信頼を築く情報公開・情報共有を推進し、市民の視点に立った政策形成
　 過程の透明性を確保します。
○ 地域と行政の連携を深めながら、市民や民間がまちづくりに積極的に参加する、
　 開かれた行政運営を目指します。

３ 自主・自立の行政運営

○ 選択と集中による行財政運営を行います。
○ 職員の資質向上に努めます。
○ 行政の自主性、自立性を高め、自らの判断と責任において取り組む、行政運営を目
　 指します。

Ⅱ基本構想  第５章  構想の推進 

第５章 
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